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子宮頸ガンワクチン・肺炎球菌ワクチン・ヒブワクチンへの
公費助成を羽村市も実施せよ

市川えい子議員の3月定例議会の一般質問の要旨をお知らせします

①子宮頸ガンへの公費助成制度の実施を

市川　国内で年間約3.500人の女性の死因となっている子宮頸ガンを予防するワクチンが厚生
労働省にやっと承認されました。頸ガンになる原因の約7割がヒトパピローマウイルスによる
もので、感染前にワクチンを接種することで予防が期待出来ます。ワクチンによる予防手段が
あるため「予防出来る唯一のガン」といわれ2歳の女児全員が接種すれば有効性は10年から
20年継続するため、頸ガンかかる人を73.1%減らせることが出来、さらに死亡者も73.2%減る
と推計されると自治医大さいたま医療センターの産婦人科の教授は見解を述べています。費用
は3万円から4万円かかり3回 の接種となっています。イギリス・フランス・ドイツなど30
の国では接種費用を公費負担または、補助しています。そしてほとんどの国が10歳前後から
の接種を奨励し、イギリス・オーストラリア・スウェーデンでは学校で接種しています。日本
でも日本産科婦人科学会などが11歳から14歳への接種を奨励し、公的補助で接種率を高める
ことを奨励しています。

②肺炎球菌ワクチンへの公費助成制度の実施を

市川　高齢者の死亡原因の４分の1にもなっているのが肺炎球菌などの細菌性の「肺炎」で
す。その肺炎の予防に効果が大きいとされるのが「肺炎球菌ワクチン」です。日本感染症学
会は「新型インフルエンザの対応についての緊急提言」のなかで肺炎球菌について、「インフ
ルエンザの流行期には他の細菌より重症となる確立が高いので最も警戒すべき原因菌」と指
摘し「その重症化を抑えるのに有効な肺炎球菌ワクチンの接種が行われるべき」と強調し、
インフルエンザワクチンとの併用でさらなる効果も期待出来ると提言しています。しかし、
ワクチン接種は健康保険の適用外で全額自己負担のため費用は約8、000円もかかります。そ
のため接種率は4%～5%と低かったのですが、去年8月新型インフルエンザの感染が広がり
始めた時から需要が急増し国内唯一の販売元の万有製薬には前年実績の10倍もの注文が殺到
し一時品切れになるほど注目されました。こうした中ワクチン助成を行う自治体が増えてい
ます。23区のうち10区が実施。三多摩26市のうち8市が実施しています。（2009年11月現
在）町では日の出町が実施しており瑞穂町も実施が決まっています。

③ヒブワクチンへの公費助成制度の実施を

市川　子どもの細菌性髄膜炎は子どもが持っているヒブ菌が血液に侵入して脳を包んでいる
髄膜に炎症を起こす病気で死亡率が5%近くにもなっています。欧米では早くか

らヒブワクチンの無料定期接種が行われておりその結果、発生が抑えられています。WHOは1998年
にすべての国に対し定期接種化を勧告しています。日本ではこの勧告から10年遅れ2008年12月に
ワクチンが承認され接種ができるようになりました。しかし、問題は任意接種のため費用がすべて
個人負担であるため経済的負担が大きい事です。4回の接種で約3万円～4万円の負担になります。
そのため23区や三多摩の自治体では公費助成を実施する自治体が増えてきています。羽村にすむ子
どもたちが、命に係わる最も大事な部分で他の自治体と比較して不公平・不平等とならないよう緊
急な課題として取り組むべきと思います。

市長答弁　子宮頸ガンの原因約7割を占めるというヒトパピローマウイルスの感染を防ぐいわ
ゆる子宮頸ガンワクチンや、肺炎発症の抑止効果がある肺炎球菌ワクチン、さらには乳幼児がか
かりやすい細菌性髄膜炎の予防効果のあるヒブワクチンは、それぞれに必要性の高いワクチンで
あると認識しておりますが、現在は任意接種となっておりますので、まず法定接種として位置づ
けられるよう国へ要請していきます。市としての公費助成についてはこれらの任意のワクチン接
種が予防接種法に位置づけられるかどうかの見極めや、財源の問題、任意接種の中で優先順位や
対象者、助成額などの関係を含め総合的に研究していく。

肺炎球菌・ヒブワクチン公費助成状況・三多摩の自治体（2009年 11月）
　　　　　　　　肺炎球菌ワクチン　　　　　　　　　　　　　ヒブワクチン

武蔵野市　　65歳以上・自己負担5000円・申し込み順　　　　　　　　　　
昭島市　　　65歳以上・自己負担4000円・350人抽選　　　　　　　実施済　　　
小平市　　　65歳以上・4000円助成　　　　　　　　　　　　　　　9月から実施済
国立市　　　65歳以上・3000円助成
武蔵村山市　65歳以上・3000円助成・200人抽選　　　　　　　　生後2ヶ月～5才未満・実施済
西東京市　　75歳以上（65～ 74歳は医師が認めた場合）
　　　　　　3000円助成
町田市　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　実施を検討
調布市　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　実施を検討
多摩市　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　陳情を採択
狛江市　　　65歳以上・自己負担5000円・申込み順1000人
東久留米市　65歳以上・自己負担5000円・1000人限定
日の出町　　実施予定　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　実施予定
瑞穂町　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　実施予定　　　　


